訴　　　状
平成　　年　　月　　日

裁判所名　御中

〒○○○−○○○○

○○県○○市○○○○１−２−３
ＴＥＬ　０３－６２３４－１５８５

ＦＡＸ　０３－６２３４－１５８６
原　　　　　　告　　　　　　　○　　○　○　　○
〒○○○−○○○○

○○県○○市○○○○１−２−３

ＴＥＬ　０３－６２３４－１５８５

ＦＡＸ　０３－６２３４－１５８６
被　　　　　　告　　　　　　　（相手の会社名）

上記代表者代表取締役　　　　　●　　●　●　　●
不当利得返還請求事件
訴訟物の価額　金　万　円

貼用印紙額　　金　万　円

請求の趣旨

１　被告は，原告に対し，金　万　円及び内金　万　円に対する平成　年　月　日から支払い済みに至るまで年５分の割合による金員を支払え
２　訴訟費用は，被告の負担とする
との判決並びに仮執行宣言を求める。

請求の原因
１　当事者
被告は，消費者金融業を主要な業務内容とする貸金業者である。
２　金銭消費貸借契約の成立及び経緯
　原告は，遅くとも平成　年　月　日までに，被告との間で，金銭消費貸借基本契約等（契約（会社によっては、口座や会員）番号●●）を締結し，以来，平成　年　月　日までの間，証拠資料取引履歴の「年月日」「借入金額」及び「弁済額」記載のとおり，被告から金員を借り受け又はこれを返還した。
３　過払金の発生
原告は，上記金員返還の際，利息制限法の制限利率を上回る（ただし，約定利率が利息制限法の制限利率より低い場合，約定利率による。）支払いをしたが，利息制限法所定の制限利率に引き直して計算をした結果，引き直し計算書記載の通りの過払金が発生している。したがって，被告は，法律上の原因なくして，原告の損失によってかかる金額の利得を得ている。
４　悪意の受益者

(1)　被告は，貸金業の登録者として，原告との上記基本消費貸借契約を締結するに際し，原告から弁済を受ける利息及び損害金が利息制限法の法定利率を超えていることを認識し，かつ，その後なされた取引についても取引履歴の通り貸付と弁済が行われたことを把握している。かかる事実からすれば，被告は，制限利率を超過する利息を受領することを認識しながら，別紙１引き直し計算書Ａの過払い金を受領していたことが認められ，悪意であることが推定される（最判平成１９年７月１３日民集６１巻５号１９８０頁参照）。
(2)　したがって，被告は悪意の受益者として民法所定の年５分の過払利息を支払う義務を負う。なお，最終取引日までの利息額は別紙１引き直し計算書Ｂ欄記載の通りである。
５　結語

よって，原告は，被告に対し，請求の趣旨記載のとおりの金員の支払いを求める。
ただし，訴訟の展開等により，原告の正当な権利が確定した結果，かかる確定額が請求額を上回る可能性があり，その場合には，本訴訟における請求は一部請求とする。
証　拠　方　法
証拠説明書のとおり
付　属　書　類
１　資格証明書　　　　　　　　　　　　１通
２　証拠説明書　　　　　　　　　正副各１通
３　甲号証写し　　　　          正副各１通
４　訴状副本　　　　　　　　　　　　　１通[image: image1.bmp]
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